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渡辺氏 弊社は、適格退職年

金を廃止してＤＢに移行する

際、信託銀行の勧めにより、予

定利率を2.5％とし、年金資産

のポートフォリオは、国内株式や

外国債券等に分配して資産運

用するいわゆるバランス型としま

した。 

 リーマンショックで、ＤＢの運用

結果が悪化した際に、信託銀

行からは予定利率の引き下げ

やポートフォリオ変更の提案を

受けましたが、そもそもＤＢにつ

いての理解不足や企業年金の

資産運用の知識が乏しく、信託

銀行の担当者の説明では理解

できませんでした。従業員の大

切な退職金のことですから、経

営層も判断が難しいうえに、厚

生局への財政決算結果の報告

期限も迫っていたため、十分な

対策を練ることができませんでし

た。 

 個人の資産であれば、運用状

況が悪化してもしばらく我慢し

て、株式や債券市場が回復す

るのを待つという判断もできます

が、ＤＢではできません。これは

ＤＢの問題点といえると思いま

す。 

 やはり、何十年といった長期で

資産を運用するものですから、

その何十年の中でリーマンショッ

クのようなことが起きたからと

言って、単年度で評価されて掛

金の追加が義務だというのは、

それはないでしょうと思いました

ね。法律上の問題ですから、致

し方ないですが。 

―― その後に運用状況が良く

なり、積み立て不足が解消した

としても、一旦払い始めた掛金

は予定通り払わなければいけな

かった訳ですね。 

渡辺氏 そのとおりです。翌年は

景気が良くなり、積み立て不足

が8割以上解消されました。この

時点で、解消された部分の拠

出は行わなくとも、年金資産とし

ては問題ないと思うのですが、

年金資産が数理債務等の1.5

倍まで積み立てされるぐらいの

剰余ができないと、一旦決めた

掛金は変更できません（注）。 

 こういった点からも、ＤＢは非

常に使い辛いです。 

 

（注）積立上限額の規制による。 

 

始まりは、リーマンショッ
クとＤＢの不合理な積立
基準 
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 適格退職年金の廃止に伴

い、一旦、規約型の確定給付

企業年金（ＤＢ）に移行した後

に、改めて、ＤＢを終了してＤ

Ｃに移行するという改革を行

われた、セイコー化工機株式

会社様に、制度改革の経緯と

経営判断等についてインタ

ビューさせていただきました。 

適格退職 

年金* 

確定給付 

企業年金 

（ＤＢ） 

確定拠出年

金（ＤＣ）

50％ 

退職一時金

50％ 

2008年4月 

＊適格退職年金は、2012年3月をもって完全廃止。 

  2002年4月から、10年以内に他の企業年金制度へ移行するといった対応 

  が求められていた。 

2012年6月 



 

 

―― 事業を行う上で、企業年

金が予想外の動きをすると、経

営計画の遂行に大きな問題と

なるということですね。 

渡辺氏 経営計画の中で、給

与や諸経費は大体シミュレー

ションできますが、年金の資産

運用の結果によるＤＢの掛金の

追加は、予めシミュレーションに

織り込めません。 

 ライバル企業との競争を勝ち

抜くためには、最新の技術を反

映した製品の開発・販売に積極

的に取り組まなければなりませ

んが、新しい製品を開発すると

なると、金型を一個起こすのに

も何百万円とかかりますし、新

製品ができて次に成形機を作る

となれば、更に数千万円かかり

ます。新製品の開発に1億円か

かるのであれば、3年後に実製

品化を予定すると、そのために

毎年3千万円を資金準備すると

いった計画を立てますが、ＤＢは

いつ掛金が増えるのか目処が

立たないため、事業計画の不

確定要素になってしまいます。 

 本業に掛かる投資は、シェア

を拡大・維持し、利益を生むプ

ラスの投資であり、成長のため

のコストですよね。その投資のた

めの資金を、本業には関係のな

いリーマンショックのような金融

市場の暴落が奪ってしまう。 

 ＤＢの掛金追加のために新製

品の開発に支障が出れば、会

社の利益に大きな影響が出てし

まい、従業員の処遇にも影響が

及ぶ。給与や賞与を減らしてし

まっては、モチベーションは下

がってしまいます。 

 ＤＣは、当初の予定どおりに掛

金を拠出しておけば、それ以上

の拠出の追加はしなくて済む。

この点は、企業経営上、最大の

メリットだと思います。 

 

 

―― 「従業員には投資は難し

い」という懸念についてはどう判

断されたのでしょうか。 

渡辺氏 まず、外部のコンサル

タントに、事務局に対してＤＣや

投資についての勉強会をお願

いしました。 

 最初は、「投資」イコール「投

機」で、株式等の値動きを見て

日々売り買いするというイメージ

でしたが、「投資というのは安定

的に資産を保有してその資産が

お金を生むもの」、「家の購入も

不動産投資」、「貯金もお金が

お金を生むわけだから投資の一

つだ」と言われ、今までのイメー

ジとは違う、これは従業員に受

け入れてもらえるのではないかと

いう感触を得ました。 

 事務局が投資について十分

理解できたことが、ＤＣ導入にあ

たっての大きなポイントとなりまし

た。やはり、事務局が投資なん

て特別なものではないことを理

解していれば、従業員の安心も

大きいと思います。 

 

―― 御社では、会社の決算等

の数値を従業員に公開してお

り、それが今回のＤＣ導入に有

効だったと伺いましたが。 

渡辺氏 はい、弊社では、毎月

および四半期ごとの損益計算

書を社内に公開しています。決

算書の見方も勉強してもらって

います。 

 企業の利益が様々な費用、

例えば労務費、いわゆる給与、

賞与、退職金等の影響を受け

ていることを認識してもらうため

です。従業員は、退職金や年金

は後でもらえるもので、今は関

係ないと思いがちです。実際

「投資」を従業員が理解する
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は、会社は毎年費用を負担して

いて、掛金を支払わなければな

らない。材料の仕入れと同様に

製造販売する上では原価の一

部という点も、なかなか理解で

きないからです。 

 

―― ＤＣの想定利回りを1％と

低めに設定されていますが、こ

れは企業のＤＣの掛金負担額

が増える方向ですね。従業員に

とっては、受け入れやすい反

面、会社にとっては掛金が多く

なりますが。 

渡辺氏 企業負担は増えます

が、労務費の増加として先々も

見込むことができます。初めか

ら事業計画に費用として含めて

おけば、他の部分でのコストダウ

ンを考えることができます。 

ＤＢはいつコストが増えるか分か

りません。想定利回りを1％とし

たことは、従業員にも説明し易

かったですね。従業員もＤＣ導

入に強く反対しませんでした。 

 

 

―― ＤＣを導入した現在の制

度運営上の課題について、お考

えを聞かせていただけますか。 

渡辺氏 課題は、運用指図を

行っていない従業員を減らすこ

とだと思っています。元本確保

型でもかまわないので、従業員

には自分の意思で運用商品を

選択して欲しいですね。コストは

かかりますが、当面は投資教育

の充実が必要と考えています。   

 それから、従業員の運用知識

のレベルアップと、やはりＤＣに

興味を持ってもらうことです。 

多くの従業員は、今まで日経平

均といった言葉を聞いたこともな

く、或いは気にもかけていなかっ

たと思います。しかし、投資教育

を受けることによって、自分の退

職金を意識し、それによって世

の中の金融、例えば円高や円

安といった為替の動きが退職金

の増減に影響するといった資産

運用が分かってくる。経済に興

味を持ってもらえるということは、

ＤＣの複合的な非常に良い面で

すよね。景況と企業の売上がど

こかでリンクして、経済が少し悪

いから弊社の利益も落ちてい

る、少し良いから弊社も売り上げ

が増えているといったことに興味

を持ってもらえることは、大変良

い効果です。プラスの面を意識

して投資教育を行っていきたい

と思います。 

 また、従業員にライフプランを

考えてもらうことが大切なので、 

例えば、労働組合との団体交

渉の際に、賃上げ要求や賞与

の額、諸制度の拡充といった面

だけではなく、年金や退職金も

一緒に考えてくださいと伝えてい

ます。 

 

 

―― 最後に、弊社を運営管理

機関に選ばれたポイントをお聞

かせください。 

渡辺氏 選定はまず10社程をリ

ストアップし、最終的に4社（損

保ジャパングループ*および大手

生命保険会社、証券会社系の

2社）に絞り、各社からプレゼン

テーションを受けました。 

 その中で、損保ジャパング

ループ*のコールセンターの「ワ

ンストップサービス」の評価が非

常に高かったです。従業員が、

コールセンターへ1回電話をす

ればとにかく最後まで面倒を見

てもらえる、コールセンターが外

部委託ではなく自社運営という

点にメリットを感じました。それか

ら、運用商品の種類が多くて

も、制度運営コストが低いという

ところも非常に良かったです。あ

とは、営業担当者の姿勢です

ね。説明会等での営業担当者

のにこやかな笑顔や親しみやす

さは、大事なところだと思いま

す。 

導入後も、質問にもきちんと対

応していただいています。営業

の担当者はすぐに来てくれて、

細かいことも相談に乗ってもらっ

ており、大変助かります。年金

規約の変更も手間が掛かります

が、迅速な対応で、不満はあり

ません。今後は、加入者向け、

企業担当者向けのいろいろな

サービスの向上を期待したいと

思います。 

 

―― 有難うございました。大変

参考になりました。ご満足いただ

けるよう新しい取り組み、サービ

ス等の一層の改善を含めご期

待に応えていきたいと思います

ので、今後とも宜しくお願い申し

上げます。 

（おわり） 

課題は、従業員の運用知
識のレベルアップとＤＣに
興味を持ってもらうこと 

運営管理機関の選定は、 
従業員の利便性、運用商
品、コストがポイント 
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【従業員】  171名（2015年3月末） 

【所在地】  兵庫県明石市二見町南二見15-3 

        [営業所] 東京・大阪・名古屋・福岡・上海 

        ［その他] 国内に工場2拠点 

               中国（蘇州）・米国（テキサス）・ベトナム（ホーチミン）に各1拠点 

【業務内容】 強酸、強アルカリの移送を行う耐蝕ポンプ、腐食性ガスを移送する耐蝕送 

         風機、排ガス処理装置や脱臭装置の設計・製造・販売 

（本社工場） 
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DC‐13‐000016 2013.9.10（2014.8.18改、2015.9.16改） 

⊠ 制度変更のきっかけ 

 リーマンショック後の運用悪化を受け、ＤＢ幹事会社から予定利率の引き下げやポートフォリオの

変更の提案を受けたが、ＤＢ制度への理解・知識が不足しており、提案内容が理解できず、十分

な検討ができなかった。 

 

⊠ 制度の見直し（ＤＢ制度廃止→ＤＣ導入）の目的 

 ＤＢの掛金変動という、本業に関係のない不確定要素を会社経営と切り離したい。 

 

⊠ 会社の取り組み（課題や対策） 

 ・会社の事務局がまず投資を理解。それが従業員の安心に繋がる。 

 ・毎月/四半期ごとの損益計算書を社内で公開、給与/退職金の経営への影響を従業員が認識。 

 ・ＤＣの想定利回り1％で、従業員も納得しやすく。 

 

⊠ 損保ジャパングループを選んだ理由 

 ・ワンストップサービスの評価が高い（自社運営のコールセンター）。 

 ・制度運営コストが安い。 

 ・営業担当者の対応力と親しみやすさ。 

― 導入事例ポイント ― 


